
※１ 岩手県農林水産部農業振興課
※２ 一般社団法人岩手県農業会議
※３ 公益社団法人岩手県農業公社（岩手県農地中間管理機構）
※４

※５

※６

※７
※８
※９

※10

※11 一部改正（平成30年５月30日付岩農公発第256号）

速やかに

※５

借受希望有 借受希望無

【課税強化】
　・対象：１月１日時点で協議勧告が行われている場合
　・内容：通常の農地の固定資産税の評価額は売買価格×0.55だが、この0.55を乗じない
　　　　　（結果的に1.8倍）。

【課税軽減】
　・対象：所有する全農地（１０ａ未満の自作地を残す）を新たにまとめて、機構に１０年

　　　　以上の期間で貸し付けた者
・内容：新たに機構に貸し付けた農地にかかる固定資産税を以下の期間中１／２に軽減
　　　　　１５年以上の期間で貸し付けた場合：５年間
　　　　　１０年以上１５年未満の期間で貸し付けた場合：３年間

市町村税務部局に情報提供（農委）

農業委員会、所有者に通知
（機構）

農地に該当するか否かの判断（農委）
農地 非農地

非農地通知

農業委員
会による斡
旋、
その他

登録
（機構）
※10

農地中間管理権の取得に
関する協議の勧告（農委）　※７

（翌年度１１月末までに）
基準に適合しない旨の通
知の撤回（機構）

協議の申
し入れ
（機構→
所有者
等）

農地中間管理権の取得に関する
協議【貸付条件等の確認】
（所有者等、農委、機構）

【借り入れ規準に適合する農地】
勧告（農委）：※７ 農地中間管理権の取得の可否決定

（機構）

農地利用状況調査（農委）

農地中間管理権の取得に関する検討会（農委と）
（農地中間管理事業地域推進チーム会議等の活用も有）

意向調査の意思どおり実行されて
いない場合

機構への貸付に応じない 機構への貸付に応じる 権利取得可 権利取得否

非農地通知
リストの作成、公表
（機構）　※６

登録申出書提出
（所有者等→機構）

登録申出書提出なし
【協議不成立】

（機構→農委に通知）

翌年８月頃

協議の申し入れ
（円滑化団体→所有者等）

農地に該当するか否かの判断（農委） 【借り入れ規準に適合する農地】

農地利用集積円滑化団体に通知（農
委）

農地利用集積円滑化団体が行う農
地所有者代理事業を利用農委に通知（機構）

（翌年の勧告に間に合うように）

農地中間管理機構に通知（農委）　※８
（農地の利用状況も提供）

　農地中間管理権の取得に関する協議
の勧告（農委）（直ちに）　※７

適合しない 適合

農地中間管理機構に貸し付ける 農業上の利用を行う意思が無い
自ら耕作。自ら賃貸借・売却する
相手を探す。意思表明が無い。

「利用意向調査を行った遊休農地の農地中間管理機構への情報
提供及び農地中間管理機構による判断に係る留意事項等につい
て」（平成29年10月30日付け29経営第1751号　農林水産省経営
局農地政策課長名通知）

遊休農地対策制度と農地中間管理事業に関する事務手続きの制
定及び公表について（平成30年３月20日付け岩農公発第2365
号）

非農地 農地
協議の申し入れ【登録申出書の提出依頼】：※９

（機構→所有者等）

非農地

（所有者等の意向の回答） 所有者、県、市町村、
法務局等に非農地通知（農委）

耕作の事業に従事する者が不在とな
り、又は不在となることが確実と認
められる農地

その農業上の利用の程度がその周
辺の地域における農地の利用の程
度に比し著しく劣っていると認め
られる農地

現に耕作の目的に供されておら
ず、かつ、引き続き耕作の目的に
供されないと見込まれる農地

利用意向調査（農委）　※２

遊休農地の判定（農委）

１号遊休農地
（農地法第３２条第１項第１号）

再生利用が困難な農地
（「農地法の運用について」第４の（４））

「利用意向調査を行った遊休農地の農地中間管理機構への情報
提供及び農地中間管理機構による判断に係る留意事項等につい
て」（平成29年10月30日付け29経営第1751号　農林水産省経営
局農地政策課長名通知）

１

遊休化のおそれがある農地
（農地法第３３条）

２号遊休農地
（農地法第３２条第１項第２号）

①森林の様相を呈しているなど農地に復元するた
　めの物理的な条件整備が著しく困難な農地
②周囲の状況からみて、その土地を農地として復
　元しても継続して利用することができないと見
　込まれる農地

農地法第３６条
農地法第３５条第１項

機構への情報提供（農委）　※３
　一覧表の提出　※４
（借受申出を含む）

借入基準に適合するか否かの決定（機構）

原則として当該調査を行った年内に、農地に該
当しない旨の判断を行う（農委）　※1111月末までに調査書発出（回答期限１月末）

農地

遊休農地対策制度と農地中間管理事業に関する事務手続きフロー

農地利用状況調査（農委）及び荒廃農地の発生・解消状況に関する調査（市町村・農委）　※１
８月頃

農地法第３０条及び荒廃農地の発生・解消状況に関する調査要領

農地法第３２条

「農地法の運用について」第３の５の（３）

遊休農地対策制度と農地中間管理事業に関する事務手続きの制
定及び公表について（平成30年３月20日付け岩農公発第2365
号）

平成29年10月30日付29経営第1751号経営局課長通知


